
１　総括 　

 (1) 人件費の状況（普通会計決算） .

 (2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。

      ２　職員数は、令和3年４月１日現在の人数である。

      ３　給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれており、

　　　　　職員数には当該職員を含んでいない。

 (3) ラスパイレス指数の状況

（注）１ ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、 国の職員数（構成）
　　　　
　　　　 を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職棒給表（一）適用職員の棒給月額を100として計算した指数。

　　　２　（）書きの数値は、地域手当補正後ラスパイレス指数を指す。地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域手当を加味した
　　　　 地域における国家公務員と地方公務員の給与水準を比較するため、地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数。
        （補正前のラスパイレス指数×（１＋当該団体の地域手当支給率）／（１＋国の指定基準に基づく地域手当支給率）により算

出。）
      ３　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

藤井寺市の給与・定員管理等について

千円 千円

5,680 6,120

3 470 1,611,504 380,733 677,258 2,669,495

　り給与費 体平均一人当

年度 人 千円 千円 　　　　　千円 千円 Ｂ／Ａ 　たり給与費

Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ

15.0

年度 人

区　　分 職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 （参考）一人当た （参考）類似団

3 63,532 26,006,336 417,139 4,500,959 17.3

（令和4年1月1日） Ａ Ｂ Ｂ／Ａ

　　　　　　　　　　　％
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　　　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　　％
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 (4) 給与制度の総合的見直しの実施状況について

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び地域手
当の支給割合の見直し等に取り組むとされている。

①給料表の見直し

［　実施　　未実施］

実施内容（平均引下げ率、実施（実施予定）時期、経過措置の有無等具体的な内容（未実施の場合には、その理由））

（給料表の改定実施時期）平成２８年４月１日

（内容）国の見直し内容と同様に、給料表の水準を平均で２％引下げる。
　　　　引下げ対象となる給料表は、行政職給料表、医療職給料表（２）、医療職給料表（３）
　　　　及び技能労務職給料表。
　　　　ただし、激減緩和のため、２年間（平成３０年３月３１日まで）の経過措置（現給保
　　　　障）を行う。

②地域手当の見直し

実施内容（国基準における場合の支給割合及び当該団体の支給割合）

（支給割合）国基準６％に対し、藤井寺市においても６％を支給。（率に変更はなく、見直しなし）

③その他の見直し内容

管理職員特別勤務手当について、国と同様に見直しを実施。（平成２８年４月１日実施）
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和４年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

円 円

円 円

円 円

※　民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している（令和元年度～令和３年度の３ヵ年平均）。
※　技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。
※　年収ベースの「公務員（C）」及び「民間（D）」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員においては前年度に支
　 給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

　　　③教育職

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、令和４年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当な　 

　　　　  どのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされている
　　　　  ものである。　

　　　　　  また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務

　　　　　手当等を除いたもの）で算出している。

大阪府 38.8 338,537 415,855

類似団体 41.0 307,579 356,415

区　　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

（国比較ﾍﾞｰｽ）

藤井寺市 43.3 325,404 388,266

う ち 用 ・ 校 務 員 5,591,521 3,187,900 1.75

う ち 調 理 師 5,178,693 3,549,000 1.46

藤 井 寺 市 － － －

う ち 清 掃 職 員 6,275,331 4,266,500 1.47

区 分 公務員 民間
C/D

（C） （D）

－ － － －

参考

年収ベース（試算値）の比較

－ － － －

類 似 団 体 52.2 18 321,235 375,706 353,127

－ － － －

国 51.1 2,114 286,570 － 328,416

調理士 42.1 271,100 1.24

大 阪 府 54.4 403 301,592 375,082 348,989

用務員 49.1 236,600 1.48

う ち 調 理 師 56.4 6 298,081 336,724 320,633

廃棄物処理業 47.0 306,000 1.26

う ち 用 ・ 校 務 員 54.8 10 319,513 351,172 344,142

－ － － －

う ち 清 掃 職 員 52.8 9 338,712 384,739 380,539

藤 井 寺 市 53.6 43 333,847 375,682 368,200

平均年齢
平均給与月額

A/B
（Ａ） （国比較ﾍﾞｰｽ） （B）

　　公　務　員 民　　間 参考

区 分 平 均 年 齢 職 員 数 平 均 給 料 月 額 平均給与月額 平均給与月額 対応する民
間の類似職

種

国 42.7 323,711 － 405,049

類似団体 41.5 309,908 392,862 356,010

藤井寺市 41.5 298,021 374,156 354,057

大阪府 41.8 314,101 429,302 372,403

区　　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額

(国比較ﾍﾞｰｽ)

3



（2) 職員の初任給の状況（令和４年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和４年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

３　一般行政職の級別職員数等の状況
（1) 一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（令和４年４月１日現在）

（注） 1　藤井寺市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

   　  2　｢標準的な職務内容｣とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

146,100 247,600

195,500 304,200

７ 級
主事補若しくは技師補又はこれ
らに相当する職務

　　　　　　　　人　　　　　　　　％ 円 円

37 8.4

231,500 350,000

６ 級
主事若しくは技師又はこれらに
相当する職務

　　　　　　　　人　　　　　　　　％ 円 円

66 14.8

264,200 381,000

５ 級
副主査又はこれに相当する職
務

　　　　　　　　人　　　　　　　　％ 円 円

100 22.5

289,700 393,000

４ 級
チーフ、主査又はこれらに相当
する職務

　　　　　　　　人　　　　　　　　％ 円 円

86 19.3

319,200 410,200

３ 級
課長代理、主幹又はこれらに相
当する職務

　　　　　　　　人　　　　　　　　％ 円 円

85 19.1

362,900 444,900

２ 級
課長、参事又はこれらに相当す
る職務

人　　　　　　　　％ 円 円

42 9.4

408,100 468,600

１ 級
次長、副理事又はこれらに相当
する職務

　　　　　　　　人　　　　　　　　％ 円 円

17 3.8

給与月額 給与月額

特 １ 級
部長、理事又はこれらに相当す
る職務

　　　　　　　　人　　　　　　　　％ 円 円

12 2.7

－ － －

区　　分 標準的な職務内容 職員数 構成比 １号給の 最高号給の

366,168 －

技能労務職
高　校　卒 － － － 339,451

中　学　卒 －

経験年数３０年

一般行政職
大　学　卒 260,777 356,636 317,224 398,946

高　校　卒 － －

高　校　卒 150,600 － －

区　　　　分 経験年数１０年 経験年数２０年 経験年数２５年

中　学　卒 139,900 － －

教　育　職 大　学　卒 182,200 209,100 －

高　校　卒 150,600 153,500 150,600

技能労務職 高　校　卒 147,900 153,267 －

区　　　　　分 藤井寺市 大阪府 国

一般行政職 大　学　卒 182,200 187,300 182,200
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（2) 昇給への人事評価の活用状況
　

イ．　人事評価を活用している

上位、標準、下位の区分

上位、標準の区分

標準、下位の区分

標準の区分のみ（一律）

ロ．　人事評価を活用していない

活用予定時期

昇給可能な
区分

昇給実績が
ある区分

昇給可能な
区分

昇給実績が
ある区分

令和４年４月２日から令和５年４月１日
までにおける運用

活用している昇給区分

未定

○

未定

一般職員管理職員

○

特１級, 2.7% 特１級, 2.8% 特１級, 3.6%
１級, 3.8% １級, 2.5%

１級, 5.6%
２級, 9.4% ２級, 8.8%

２級, 8.5%

３級, 19.1%
３級, 18.4%

３級, 17.0%

４級, 19.3%
４級, 17.1%

４級, 20.7%

５級, 22.5%
５級, 23.2% ５級, 14.4%

６級, 14.8%
６級, 15.1% ６級, 20.7%

７級, 8.4% ７級, 11.2% ７級, 9.5%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

令和４年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比
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４　職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（令和３年度支給割合） （令和３年度支給割合） （令和３年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

　・　役職加算　　５～２０％ 　・　役職加算　　５～２０％ 　・　役職加算　　５～２０％

　・　管理職加算　１０～２５％ 　・　管理職加算　１０～２５％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

○勤勉手当への人事評価の活用状況（一般行政職）

　

イ．　人事評価を活用している

上位、標準、下位の成績率

上位、標準の成績率

標準、下位の成績率

標準の区分のみ（一律）

ロ．　人事評価を活用していない

　活用予定時期

（2) 退職手当（令和４年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

定年前早期退職特例措置（２％～４５％） 定年前早期退職特例措置（２％～４５％）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、令和３年度に退職した職員に支給された平均額である。

24.586875

33.270750

47.709000

47.709000

19.6695

28.0395

39.7575

47.7090

19.6695

28.0395

39.7575

47.7090

24.586875

33.270750

1.90

2,187 22,140

1.45 0.90 1.35 0.90 1.45 0.90

藤 井 寺 市 大 阪 府 国

１人当たり平均支給額
（令和３年度）

１人当たり平均支給額
（令和３年度） －

1,561 1,650

　活用している成績率
支給可能な

成績率

47.709000

47.709000

藤井寺市 国

一般職員

2.55

支給実績が
ある成績率

○ ○ ○

令和３年度中における運用

支給実績が
ある成績率

支給可能な
成績率

期末手当　　　　　　　　　　

2.55 1.90 2.40

○

管理職員

1.90
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 (3) 地域手当
（令和４年４月１日現在）

千円

円

％ 人 ％

 (4) 特殊勤務手当（令和４年４月１日現在）
支給実績（令和３年度決算） 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（令和３年度決算） 　円

職員全体に占める手当支給職員の割合(令和３年度) 　％

手当の種類（手当数）

土のう積み作業

　1回につき　　　　1,500円

土のう回収作業

（長時間にわたり接して行う作業に

防疫作業従事手当（特例） 訪問看護ステーション職員 新型コロナウイルス感染症の 56千円

夜間看護手当 訪問看護ステーション職員 深夜における看護等の業務 787千円 深夜における勤務１回につき

１日につき　　３，０００円

患者若しくはその疑いのある

２時間以上４時間未満のとき　３，１００円

４時間以上のとき　３，５５０円

者の身体に接触して行う作業 ついては１日４，０００円）

２時間未満のとき　２，１５０円

死獣処理従事手当 環境衛生課 死獣処理作業 208千円 　１件につき　　　　　7００円

火災出動（夜間）

　1回につき　　　　1,000円

火災出動（昼間）

　1回につき　　　　　200円

　1回につき　　　　　500円

災害調査　1回につき　500円

危険を伴う業務

防災作業従事手当 危機管理室職員 災害現場等において土のう 60千円 風水害、地震等のため出動したとき

積み、調査、連絡その他の

監督、作業又は作業指導監

督に従事

現場作業従事手当 下水道工務課職員 夜間に土木・建築工事現場 0千円 夜間のみ

において、職員が現場労務 　1回につき　　　　　200円

従事手当 み族昆虫等の駆除等のた

めの薬剤散布作業

現業業務

ねずみ族、昆虫駆除作業 環境衛生課職員 感染症予防のためのねず 0千円 日額　　　　200円

法及び母子及び寡婦福祉

法に基づく訪問調査等の

生活支援課職員 身体障害者福祉法、知的

障害者福祉法、老人福祉

死亡人（深夜）１件につき　２,０００円

社会福祉業務従事手当 福祉総務課 生活保護法、児童福祉法 228千円 日額　　　　200円

行路病人、行路死亡人等 生活支援課職員 行路病人、行路死亡人等 0千円 病人　　　　　　１件につき　１,０００円

の収容護送作業従事手当 を護送又は介護をしたとき 死亡人    　　 １件につき　１,５００円

物件引上　１件につき　１００円

防疫作業従事手当 環境衛生課 感染症 0千円 １回につき　　５００円

　（月額５０,０００円を限度）

差押調書　１件につき　１００円

　２・３年度　　　　１０００分の１５

　４年度以降分　１０００分の２０

保険年金課職員 滞納した金額につき滞納繰越

　初年度　　　　　１０００分の１０

支給実績
（令和３年度決算）

左記職員に対する支給単価

徴収事務従事手当 税務課 滞納徴収業務 433千円 １件あたり　5円

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

藤井寺市 6 434 6

支給実績（令和３年度決算） 105,007

支給職員１人当たり平均支給年額（令和３年度決算） 241,952

まち保全課職員

1,773

19,063

15.2

9種類

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務
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 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（6) その他の手当（令和４年４月１日現在）

円

円

円

円

主幹　　　　　　41,100円

課長代理　　　45,200円

参事　　　　　　52,000円

課長　　　　　  60,700円

副理事　　　　 62,900円

次長　　　　　　65,000円

602,938

理事　　　　　　68,400円

管理職手当 部長　　　　　　73,000円 86,823 千円

回る

距離に応じて(2キロ未満を
除く）2,000円～31,600円

自動車などの交通用具利用
職員

制度を上

※6ヶ月定期相当額を年2回支給 額が国の

89,752

利用限度

通勤手当 交通機関利用職員（2キロ未
満を除く）　全額支給

異なる 交通機関 31,323 千円

家賃に応じ28,000円まで

住居手当 借家、貸間居住職員 同じ 29,902 千円 314,757

満16歳の年度始めから満22
歳の年度末までの子　5,000
円加算

243,73442,166 千円

子　　　　10,000円

扶養手当 配偶者　　6,500円 同じ

父母等　　6,500円

（令和３年度決算）
手　当　名 内容及び支給単価 との異同 異なる内容 （令和３年度決算） 平均支給年額

国の制度 国の制度と 支給実績 支給職員１人当たり

職員１人当たり平均支給年額（令和３年度決算） 189

支給実績（令和２年度決算） 46,974

職員１人当たり平均支給年額（令和２年度決算） 156

支給実績（令和３年度決算） 54,352
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５　特別職の報酬等の状況（令和４年４月１日現在）

円 円 ／ 円

円 円 ／ 円

円 円 ／ 円

円 円 ／ 円

円 円 ／ 円

    　　    平成１９年７月退職手当廃止

６　職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在）

人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

人）

人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

人）

・短時間再任用職員の配置

＜参考＞

人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。
　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

94.13

[ 　715　 ］ [ 　688　 ］ [   ▲27　 ］

小　計 151 142 ▲ 9

合　　計 621 598 ▲ 23

その他 30 30 0

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　 　門

病院 106 99 ▲ 7 ・医師の減員
下水道 15 13 ▲ 2

71.77

（類似団体の人口１万人当たり職員数 63.64

消防部門 - - -
小　計 470 456 ▲ 14 ＜参考＞

（類似団体の人口１万人当たり職員数 50.28

教育部門 77 74 ▲ 3

計 393 ▲ 11 ＜参考＞

60.13

土木（建設） 41 39 ▲ 2

382

商工 10 8 ▲ 2 ・観光部門・商工部門の減員
・建築部門の減員、短時間再任用職員の配置

衛生 31 33 2
農林水産 4 4 0

民生 175 170 ▲ 5 ・保育士減員

・他部署への応援、業務減による減員
総務 105 103 ▲ 2 ・総務一般部門の減員

普
通
会
計
部
門

一
般
行
政
部
門

議会 6 4 ▲ 2

税務 21 21 0

(注)　給料及び報酬の(　　)内は、減額措置を行う前の金額である。

　　　　　　　　区　　分 職 員 数 対前年
増減数令和３年 令和４年

退職手当廃止

副 市 長

議 員

退
職
手
当

市 長

備　　　　考

期
末
手
当

市 長 　　（令和３年度支給割合）

副 市 長

議 長 　　（令和３年度支給割合）

副 議 長 3.90

議 員 520,000(550,000) 591,000 266,000

3.90

副 議 長 540,000(570,000) 653,000 294,000

副 市 長 656,000（820,000） 885,000 547,600

報

酬

議 長 580,000(610,000) 737,000 366,000

区 分 給 料 月 額 等

給

料

（参考）類似団体における最高／最低額

市 長 752,000（940,000） 1,061,000 455,000

・社会教育部門・文化財部門、幼稚園部門の減員、短時間再任用職員の配置

・ワクチンチーム増員

主　な　増　減　理　由
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（2)年齢別職員構成の状況（令和４年４月１日現在）

(3)職員数の推移
(単位：人・％）

( ％)

( ％)

( ％)

( ％)

( ％)

（注）各年における定員管理調査において報告した部門別職員数である。

▲ 5.2

142 ▲ 29 ▲ 17.0

635 636 621 ▲ 33598

171 172 174 171 151

総合計 631 631

-

普通会計計 460 459 461 465 470 456 ▲ 4 ▲ 0.9

▲ 4 ▲ 5.1

- - - - - - -

382 0 0.0

74教育 78 79 78 80 77

一般行政 382 380 383 385 393

598

平成２９年 平成３０年 平成３１年 令和２年 令和３年 令和４年
過去5年間の
増減数(率）

58 58 60 88 35 310 16 58 56 61 77

人 人 人 人 人 人

以上

職員数
人 人 人 人 人 人 人

39歳 43歳 47歳 51歳 55歳 59歳

～ ～ ～ 計

未満 23歳 27歳 31歳 35歳

60歳

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

36歳 40歳 44歳 48歳 52歳 56歳

区　分

20歳 20歳 24歳 28歳 32歳

公営企業会計計

消防

部門別
年度

0

2

4

6

8

10

12

14

16

構成比

５年前の構成比

%（例）
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